
労働投入量（マンアワーベース）の設定について

労働投入量（マンアワーベース）の将来の値をどう設定するかについて

・人口推計は「日本の将来推計人口」（平成24年１月推計、国立社会保障・人口問題研究所）の

出生中位・死亡中位の推計値

・労働力率等は「労働力需給の推計（平成26年2月）」の「経済再生シナリオ＋労働市場への参加

が進むケース」及び「ゼロ成長シナリオ＋労働市場への参加が進まないケース」

・その他の統計データ（総務省「労働力調査」など）

といった現時点で得られる統計データを用いて、平成２１年財政検証で用いられた方法と同様の

方法を用いて、労働投入量の設定を行ったもの。
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性・年齢別将来推計人口

有配偶割合

※日本の将来推計人口（平成24年1月推計）

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 将来推計人口

※日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25年1月推計）

労働力率 ※労働力需給の推計（平成26年2月推計）

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 労働力人口

就業率／労働力率 ※労働力需給の推計（平成26年2月推計）

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 就業者数

雇用者数／就業者数

（概念図）

男性、女性有配偶、女性無配偶別・年齢別 雇用者数

短時間雇用者（35時間未満）比率

フルタイム雇用者数（35時間以上） 短時間雇用者数（35時間未満）

厚生年金被保険者割合

厚生年金被保険者数

平均労働時間

労働者の総労働時間

※自営業主等の労働時間も
総務省「労働力調査」等を用いて別途設定
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マンアワーベースでみた労働投入量の見通しのフローチャート



（出典）「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（2013（平成25）年１月推計、国立社会保障・人口問題研究所」

年齢階級別人口の見通し
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（出典） 労働力需給の推計（平成26年2月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）
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（出典） 労働力需給の推計（平成26年2月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）
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（出典） 労働力需給の推計（平成26年2月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）
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• 就業者に占める雇用者の割合（雇用者比率）は、我が国における第1次産業から第2次産業、
第2次産業から第3次産業へと起こった産業構造の変化に伴う、就業構造の変化により、高
度経済成長期以降も一貫して上昇してきた。（いわゆるサラリーマン化）

• しかし、直近の状況をみると、男女ともに88%程度にまで達しており、近年は比較的落ちつい
てきたと考えることができる。

• このため、2012年の実績値を足元にして、あるコーホート（t年にx歳の世代）がx歳から(x+1)
歳に歳を１つとる間の雇用者比率の変化が、過去5年間の当該変化率の平均になると仮定
して、以下のような計算式で計算を行った。

• また、60歳以上の男性については、就業率が現在の水準よりも高まる分、雇用者比率が高
まることを仮定した。

• これによって、現時点で若い年齢層では、男女ともに、雇用者比率はほぼ飽和状態になっ
ているので、現在の若い世代が年齢を重ねた後の将来の年齢別の雇用者比率は、概ね合
理的な水準で収束することになっている。
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E ： 雇用者比率

x ： 年齢、t ： 年
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雇用者比率の算出方法について



コーホート変化に着目した雇用者比率の見通しの算出方法（イメージ）

年齢

雇用者比率

Ｘ年生まれ

（Ｘ＋５）年生まれ

６５６０５５

○ コーホート別に年齢別の雇用者比率をみると、同じ年齢でも若い

世代ほど雇用者比率が高くなっており、また、各コーホートの年齢別

雇用者比率は、総じて、単調減少になっている。（女性は、Ｍ字カー

ブがみられるが、近年、その傾向がかなり小さくなっている。）

○ この傾向を利用して、（Ｘ＋５）年生まれの者の６５歳時の雇用者

比率は、Ｘ年生まれの者の６０歳から６５歳への雇用者比率の減少

の幅が（Ｘ＋５）年生まれの者でも同じであると仮定して計算すること

とする。

※ 実際の計算は、各年齢のデータを5年平均値を用いて計算。

傾きを固定した
まま上へシフト
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60歳以上男性の就業率が高まることによる雇用者比率の計算方法について

1952年生

1992年生

実線 ： 実績値
点線 ： 推計値

労働市場への参加が進まないケース

労働市場への参加が進むケース

雇用確保のための様々な施策の効果とし

て就業率が高まることにより、雇用者比率

が高まる分

★ 計算式
〔 進むケースの雇用者比率 〕

〔進まないケースの雇用者比率〕×〔進まないケースの就業率〕＋（〔進むケースの就業率〕－〔進まないケースの就業率〕）
＝

〔進むケースの就業率〕

※ 上記の進むケースとは、労働市場への参加が進むケースであり、進まないケースとは、労働市場への参加が進まないケースである。
※ 労働市場への参加が進むケースで就業率が増加する分は100％雇用者であると仮定して、雇用者比率を計算した。
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（年齢）
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（出典） 2012年以前は、総務省「労働力調査」
以降は、年金局数理課作成 9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67 69

コーホート別にみた年齢別雇用者比率

（男、労働市場への参加が進むケース）

1922年生

1932年生

1942年生

1952年生1962年生

1972年生

1982年生
1992年生

実線 ： 実績値
点線 ： 推計値

（％）

（年齢）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67 69

コーホート別にみた年齢別雇用者比率

（男、労働市場への参加が進まないケース）

1922年生

1932年生

1942年生

1952年生1962年生

1972年生

1982年生
1992年生

実線 ： 実績値
点線 ： 推計値

（％）

（年齢）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67 69

コーホート別にみた年齢別雇用者比率

（女）

1922年生

1932年生
1942年生

1952年生

1962年生
1972年生

1982年生

1992年生

実線 ： 実績値
点線 ： 推計値

（％）

（年齢）



（出典） 2012年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成 10
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雇用者数及び短時間雇用者数の将来見通し

• 上記に示した有配偶率、労働力率、就業率、雇用者比率、短時間雇用者比率といった指標を用い

て、長期にわたる雇用者数及び短時間雇用者数の将来見通しを作成した。

• これらの指標は、2030年までしかなかったり、5歳階級別にしか公表されていなかったりするが、

① 有配偶率の2035年以降、労働力率、就業率などの2030年以降については、性・年齢階級別のそ

れぞれの指標が一定であるという前提とする

② データが5歳階級別になっていたり、数年間隔でしか公表されていない場合は、その間の年は直

線補間して、各年・各歳のデータを作成する

こととして、年金局数理課において作業を行った。

• このため、労働力人口や就業者数などのすでに公表されている数値についても、計算上の乖離が

生ずることに留意が必要。

• この将来見通しによって得られた総労働時間をマクロ経済に関する試算に用いる労働投入量として

はどうか。

• また、厚生年金の被保険者数の将来見通しの作成にあたっては、ここで得た雇用者数のうち、被用

者年金被保険者の割合（フルタイム・短時間の別）を用いて算出することとしてはどうか。
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12（注） 自営業主等の月平均労働時間は、総務省「労働力調査」（平成24(2012)年平均）における自営業主および家族従業者の平均週間就業時間の
加重平均を月あたりに換算したもの（月154.3時間）で一定と設定している。
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2030年に34.7％（短時間雇用者比率にロジスティック曲線を
当てはめて求められたもの）となるよう直線補間。

2012年の短時間雇用者比率（26.4％）
で一定

フルタイム
2012年の月間178時間から2020年に175.5時間、2030年に
172.0時間になるように減少（中間年は直線補間）。

2012年の月間178時間で一定

短時間雇用者
2012年の月間89.6時間から2030年111.7時間になるように
増加（中間年は直線補間）。

2012年の89.6時間で将来一定

（注）短時間雇用者とは、ここでは週間就業時間が35時間未満の者をいう。

（出典）「平成25年度　労働力需給の推計」労働力需給モデルによる政策シミュレーション（2014年2月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）
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短時間雇用者比率と平均労働時間の前提
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（推計方法の概要）

労働力需給推計などを用いて作成したフルタイム、短時間の別の雇用者数の見通しに対して、実態調査

等のデータをもとに作成した厚生年金被保険者割合を乗じることにより、厚生年金の財政計算に用いる

厚生年金被保険者の将来見通しを作成する。

（具体的な推計方法）

厚生年金被保険者 ＝ （ フルタイム雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（フルタイム）

＋ 短時間雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（短時間） ）

× 調整率

※ 性・年齢別に計算を行う。

※ 厚生年金被保険者割合（フルタイム、短時間）は、「平成２２年就業形態の多様化に関する総合実態調査」（厚生労働

省大臣官房統計情報部）の特別集計結果を用いて算出。

ただし、調査客対数が少ないことから、性・年齢別に割合を算出することが困難なため、性・年齢合計の率として、フル

タイムは95.5％で固定。短時間は、労働力需給の推計（平成26年2月）の「労働市場への参加が進むケース」で、2010年

の33.2％から2030年の51.3％で推移することとする（次ページ参照）。

※ 調整率は、性・年齢別の被保険者数が、平成24年度末厚生年金被保険者数（実績）に合致するように設定した率であり、

将来にわたって一定とする。

※ 「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律」（平成24年8

月成立）に基づく、短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大（平成28年10月施行）の影響および、被用者年金制度

の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成24年８月成立、平成27年10月施行）による

改正の影響は上記には含まれていない。これらの影響については別途見込むこととする。 14

厚生年金被保険者数の見通し作成方法について



厚生年金被保険者割合について

○ 週実労働時間35時間以上のフルタイム雇用者については、95.5％とする。

○ 週実労働時間35時間未満の短時間雇用者については、労働時間別にみた厚生年金被保険者割合に対し、

平均労働時間の仮定に基づいた労働時間の分布を用いて、厚生年金被保険者割合を算出。

その結果、労働力需給の推計（平成26年2月）の「労働市場への参加が進むケース」を前提とすると、平均労働時間が

長くなることにより、厚生年金被保険者割合が高くなる。

15

（％）

週実労働時間 合計 20時間未満 20～24時間 25～29時間 30～34時間 35～39時間 40時間以上

雇用者　① 100.0 7.1 5.0 4.3 6.2 20.7 56.7

厚生年金被保険者　② 80.8 0.7 0.8 1.2 4.5 19.1 54.3

②/① 80.8 10.1 16.2 28.9 72.8 92.6 95.8

（注１）総務省「労働力調査」（平成22(2010)年平均）では、週間就業時間が35～39時間の雇用者が406万人、40時間以上の雇用者が3,515万人である。
　　これをもとに週35時間以上の雇用者に対する厚生年金被保険者割合の加重平均を算出すると95.5％となる。

（注２）　「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律」（平成24年8月成立）に基づく、短時間
　　労働者に対する厚生年金の適用拡大（平成28年10月施行）の影響および「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部
　　を改正する法律」（平成24年8月成立、平成27年10月施行）の影響は含まれていない。

労働時間別にみた雇用者数・厚生年金被保険者数について
（雇用者総数を１００とした場合の比率）

（出典）厚生労働省「平成２２年就業形態の多様化に関する総合実態調査」特別集計結果
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（注１） 2012年の労働時間分布は、総務省「労働力調査」（2012年平均）および厚生労働省「平成22年就業形態の多様化に関する総合実態調査」
特別集計結果に基づいて推計。

（注２） 「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律」（平成24年8月成立）に基づく、短時間
労働者に対する厚生年金の適用拡大（平成28年10月施行）の影響および、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部
を改正する法律」（平成24年8月成立、平成27年10月施行）の影響は含まれていない。
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（参考）日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）より抜粋
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